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21年度決算 0 22年度予算 0 事業の実施方法

平成２２年度高鍋町事務事業評価表

◎事務事業の概要
事務事業名 ボランティア団体・ＮＰＯ法人の支援 開始年度 －

千円 千円  補助 単独

事業従事者数 0.10 人 0.10 人21年度人件費 729 千円 22年度人件費 723 千円

◎事務事業の目的・内容

事業の目的
地域のＮＰＯ法人等を育成支援し、これまで行政が担ってきた事業の一部を協働により実施することにより、住民
サービスの向上と効率的な行政運営を図る。

事業の内容 イベント実施や清掃作業等への支援、情報提供。町観光協会の独立（民間主導）への検討・支援。

21年度決算 0 22年度予算 0 事業の実施方法

#

2

3

活動指標名 どれほどの活動をしたのか、事業の手法、手順等を詳細に

講演会回数 講演会を実施し ＮＰＯ法人やボランテ ア団体設立の機運を高める

◎成果指標と活動指標

成果指標

成果指標名 何を狙い、どのような成果が得られたのか

ＮＰＯ法人数 公共の担い手としてのＮＰＯ法人の増加を目指し、協働のまちづくりの推進を図る。

#

2

3

ＮＰＯ法人数
団体

5 7 7
実績値 6 6
目標値

活動指標
講演会回数 講演会を実施し、ＮＰＯ法人やボランティア団体設立の機運を高める。

活動状況広報回数 活動状況を広報することにより町民参画を促進するとともに団体のやる気を高揚させる。

◎達成状況
指標名 単位 ２０年度 ２１年度 ２２年度

講演会回数

1 1 1

実績値 1 1

成
果
指
標

0

目標値
回

#DIV/0!

0

目標値

目標値

達成率 ％ #DIV/0!

実績値
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

実績値

達成率 ％ 120.0% 85.7%

活
動
指
標

講演会回数

20
実績値 27

実績値
達成率 ％ #DIV/0! #DIV/0!

◎事務事業の評価

100.0% 100.0%

達成率 ％ 135.0% 115.0%

目標値
回

20 20
活動状況広報回数 23

実績値 1 1

0

目標値

達成率 ％

◎事務事業の評価

妥　当　性
（必要性）

◎目的からして町が行うべきか
◎同様の事業を他課・他団体で行って
いないか
◎事業廃止による影響があるのか

第５次高鍋町行財政改革大綱により推進している事業であり、町事務事業の軽減を図
るためにも成果を挙げていく必要がある。
推進担当課は政策推進課であるが、各課で関わりのある団体についてはそれぞれの
立場で実践していく必要がある。

有　効　性
◎目標に対して成果は得られているか
◎成果向上のための改善余地がある
か

近年、あらゆる場面で団体等からのまちづくりに関する提言を受けており、町活性化の
機運が盛り上がりつつある。

効　率　性
◎活動量の効果は上がっているか
◎経費や時間の削減余地があるか

○ＮＰＯ法人やボランティア団体からの相談等に随時対応を行っている。
○イベントや清掃活動等、町職員の関わり方（業務ｏｒボランティア）が難しい。
○高鍋町観光協会事務局の独立（民間主導）のための検討が望まれる。

協　働　性
◎町民との協働の可能性があるか（ボ
ランティア・ＮＰＯ等）

ボランティア団体やＮＰＯ団体を支援・育成することにより、これまで町が担ってきた事業
の一部を協働で行うことができる。



　
事
業

拡充 ○総
　
合

◎担当者の方針に対する評価
者としての所見

協働のまちづくりを進めていくためには、ボランティア団体や
ＮＰＯ法人等の協力が不可欠であるが どのような団体があ

今後の方向性

現状維持

事務事業名 ボランティア団体・ＮＰＯ法人の支援 担当課（局） 政策推進課

◎総合評価（今後の方向性を含む）

廃止

の
方
向
性

廃止

合
　
評
　
価

者としての所見
◎統括者として、どのように事
業を進めるべきと考えている
か、等

ＮＰＯ法人等の協力が不可欠であるが、どのような団体があ
り、どのような活動を行っているかなど、広報の必要性を感じ
る。講演会や各種イベントの支援を行いながら、町民の理解
を広げていきたい。

縮小 現状維持 拡充

コ　ス　ト

現状維持

縮小

事務事業評価委員会
評　価　欄

事　業 拡充
◎これからの行政改革・地方分権を考えると、町民との協働・ボランティア・NPO支
援なくして、これからの行政を行うことは出来ないだろうが、NPOの資質・町民の意
識改革等も踏まえ進めてもらいたい。
◎県より権限移譲（平成23年度からNPO法人認証事務等を町が行う）を受ける事務
もあることから、協働のみならず行政の様々な事務の受け皿ができる団体等の育成
に力を入れて欲しい。

コスト 現状維持


